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県緊急財政対策問題

産技センターの独法化で、県の支出総額は増加！これが財政対策？

地方独立行政法人化反対！「産業技術センターの県直営堅持を求める署名」にご協力を！
産業技術センター（以下、産技センター）は、1929年に設立された工業試験場が工芸指導所など3機関と統合し、産業技術総合研究所として1995年に再スタートしました。成立してから80年以上、県内中小企業に対する製品開発の技術支援をメインに神奈川の産業界に貢献してきました。
中小企業が発展し元気でいられることが、地域経済には重要であるからこそ、中小企業支援政策や公的支援が必要とされるのであり、それを地道に実行するのが産技センターの役割です。
中小企業が求める安定的な支援機能よりも、目先の成果が求められる独法
既に独立行政法人化（以下、独法化）された先行県では、「短期間で実用化・製品化を目指した研究テーマが重要視されるようになり、長期的な観点での基礎的研究は軽視され、研究予算はほとんどない。」、「利用者に対する貢献よりも、外部評価委員から高い評価を得るために、利用実績などの数値目標を達成することが重要視され、四半期ごとに短期で成果の上がる業務を重点的に行うようになった。」という問題点が指摘されています。
先行県の例からも、独法化となると外部の競争的資金のさらなる確保や採算性を求められ、基礎的研究や地道な中小企業の支援が難しくなることが強く懸念されます。
「緊急財政対策」に逆行！？産技センターの独法化で、県の支出総額は増加する
「あり方有識者会議」の提言の中でも、「法人移行時のイニシャルコスト（新たな企業会計システムの開発や資産、不動産鑑定評価にかかる経費等）や移行後のランニングコスト（企業会計システムの運用・保守、役員報酬等）など必要な経費が発生する」としています。
先行県では、法人移行時には膨大な移行費用を要したこと、導入時だけでなく、その後も継続的に、理事長をはじめとした役員や公認会計士への多大な報酬が必要であることが報告されています。
「緊急財政対策」で「運営効率を高める」として出てきた「独法化」案ですが、その目的とは相反し、独法化すれば、今まで以上に県の支出は増え、県財政を圧迫することになるのです。
「あり方有識者会議」の第1回会議でも出されたように、Ｈ23年度の産業技術センターの収支は、収入２億６千万円に対し、支出は17億円で、残りの14億4千万円（84.7％）は県費です。
　多くの先行県でも、県からの運営交付金が予算額

の80％以上を占めています。
　つまり、県からの支出を抜きには運営できず、直営ではありえない多くのコストが発生します。
独法化で、研究・支援業務に関わりない内部管理事務が増大する
先行県では、「外部評価委員による評価結果、研究所の利用実績などが予算に大きく影響を受けるため、従前よりも多くの資料を用意しなければならず、業務量は増加した。」、「利用実績に関しては数値目標の策定、達成度合いの確認などの業務が発生した。」と、研究業務や中小企業への支援業務に直接関係のない管理業務が増加しています。
また、独法化の利点といわれている「予算の柔軟性」や「意思決定の速さ」についても、実際には「予算執行手続きの簡素化が一部で図られた。しかし、単年度予算などの根幹部分は変化がなく、自由度は変わっていない。」「理事長の決裁で出来る小事に関しては速度が早まった。一方、本庁との協議を要する大事に関してはむしろ遅くなった。」という状態です。
産技センターを「企業支援のハブ機関」とするためにも、県の直営堅持を
産技センターが、有識者会議が期待する「県内のイノベーションの創出に貢献する企業支援ネットワークの中心的機関（企業支援ハブ機関）」として発展していくために、本当に独法化は不可欠なのでしょうか。
「意思決定の迅速化」や「予算の柔軟性」は、産技センターだけに求められているものではなく、行政全体にも求められています。そしてその解決の答えが「独法化」でないことは、先行県の事例でも明らかです。
合理的・効率的な県民サービスを阻んでいる県内部の問題を解決しようともせず、安易に独法化によって問題を県の外に追いやろうとする当局の姿勢にこそ問題があります。
そして何よりも、当事者の気持ちを無視して、本人の同意も得ずに公務員身分を奪うことが、本当に産技センター職員のモチベーションを向上させることになると当局は考えているのでしょうか。
自治労県職労は、サービスを受ける中小企業のためにもならない、働く職員のためにもならない、県財政のためにもならない「産技センターの独法化」に強く反対し、署名への協力を要請します。

産業技術センター運営形態の比較
	比較項目
	県による運営
	地方独立行政法人
	疑問点等

	意思決定の 

迅速性 
	・本庁を含めた重層的な組織構造になっているため、意思決定までに時間を要する場合もある。 
	・法人の長への権限集中により、法人独自の意思決定が可能となり、迅速性が向上する。 
	・現場への権限の大幅委譲で対応可能

	運営の柔軟性 
	・県の条例や規則等による予算制度や人事給与制度により厳格に運営されるため、産業界が期待しているスピード感や臨機応変さに応えきれない面もある。 
	・「予算の変更や繰越による弾力的な執行」や「予算単年度主義から脱し、複数年契約が可能」など、予算の柔軟性が向上する。 
	・「長期継続契約を締結できる契約を定める条例」の活用やさらなる会計制度の弾力化で対応可能
・県からの交付金依存比率が高く、県の予算に縛られる。

	職員の採用 
	・公務員志望の多数の応募者の中から、優秀な専門性の高い職員の採用が期待できる。 
	・柔軟な採用（採用時期・採用期間）により、優秀な専門性の高い職員の採用が期待できる。 
	・任期付職員制度の活用等で対応可能

	競争的資金を 

活用した研究 
	・競争的資金の種類によっては管理法人になれず、主に、共同研究の構成員として参加。 
	・管理法人として、競争的資金への積極的な応募が可能になる。これにより、中小企業等に対して資金面での支援を提供する手段が増える。 
	・平成25年度の競争的資金制度では、ほとんどの資金が独法でなくても対象。
・他県調査でも独法の優位性はほとんど確認できない

	業務運営の 

透明性 
	・情報公開条例において、情報の公表、情報の提供等に努めることが規定されているため、全体として透明性は十分確保できる。 
	・情報公開条例に加えて、地方独立行政法人法では、業務実績・評価委員会の評価結果、財務諸表等の公開が規定されているため、財務の透明性も確保できる。 
	・独立行政法人の優位性はない（むしろ直営の方が優位）

	政策連動性 
	・県組織として政策の連動性は高い。 
	・県が議会の議決を経て定める中期目標に基づき、法人が定める中期計画を県の認可を得て実施するなど、政策の連動性は確保できる。 
	・独立行政法人の優位性はない（むしろ直営の方が優位）

	神奈川Ｒ＆Ｄネットワーク構想などへの企業等の事業協力 
	・県が主導する事業という性格から、企業等からの協力を得やすい。 
	・県に代わって、公共上の見地から実施される事業であり、企業等からの協力は十分得られる。 
	・独立行政法人の優位性はない（むしろ直営の方が優位）

	成績書、技術調査などの信頼性 
	・県機関が実施するという公的な面で信頼性は高い。 
	・公共上の見地から実施される事業を県に代わって行う法人であり、信頼性は十分確保できる（先行して独法化した法人から、信頼性が低下したということは聞かれない）。 
	・独立行政法人の優位性はない（むしろ直営の方が優位）

	試験等の利用 

料金 
	・条例で定められており、安定している。 
	・利用料金の上限は、議会の議決や県の認可が必要であるため、大幅な値上げにはなりにくい。政策的に県が補助し、料金を低く抑えることも可能。 
	・独立行政法人の優位性はない（むしろ直営の方が優位）

	運営コスト 
	・県の一つの組織として、必要な運営コストが継続する。 
	・法人移行時のイニシャルコスト（新たな企業会計システムの開発や資産、不動産鑑定評価にかかる経費等）や移行後のランニングコスト（企業会計システムの運用・保守、役員報酬等）など必要な経費が発生する（業務の財源に充てる必要な金額の全部又は一部を県から交付できる）。 
	・役員等の人件費、会計システム等のコストは直営より増加する。
・外部評価を受けるための事務量が膨大となる。
・元来採算性の少ない分野で独立採算は望めない。


※「産技センターのあり方有識者会議」提言作成表に、自治労県職労が「疑問点等」を付加したもの。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































